
　　　　　　　　　　　　　
仕　　様　　書
１　業務名

第十次下関市いきいきシルバープラン策定業務
２　目的
老人福祉法第２０条の８の規定に基づく老人福祉計画及び介護保険法第１１７条の規定に基づく介護保険事業計画を一体的化した、令和９年度から令和１１年度までを計画期間とする「下関市第十次いきいきシルバープラン（高齢者福祉計画・介護保険事業計画）」を策定することを目的とする。
なお、計画の策定に当たっては、関連法令、国の通知・指針等を踏まえたうえで、本市や山口県が策定する関連計画との整合を図るものとする。また、認知症基本法に基づく地方自治体ごとの認知症施策推進計画を包含するものとする。
３　履行期間

契約締結日から令和９年３月３１日までとする。
４　業務内容
　　　各作業の数量、仕様等については次のとおりとする。
【令和７年度】
（１）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査
・事業評価及び計画策定に必要となる基礎データの収集・分析
・調査対象：65歳以上の介護保険の認定を受けていない一般高齢者、事業対象者、及び介護保険の要支援1,2認定者から無作為抽出した高齢者合計4,000人（調査対象の人数内訳は、打ち合わせのうえ決定）
・調査方法：郵送法による標本調査
・調査時期：令和７年１２月～令和８年１月（この期間中の2週間程度で実施）
①調査票の作成、レイアウト、印刷
・調査票の項目は、国が示す「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の調査票」の必須項目（35問）に、下関市が別に示す独自項目（20～25項目程度）を加えた無記名式として、高齢者に見やすくわかりやすいレイアウトにすること。
②発送用、返信用封筒の作成（封筒、印刷費を含む。）

・発送用封筒（角2）、返信用封筒（長3）を、各4,000部作成すること。
③調査票の封入封緘、宛名印字、発送、回収

・調査票の封入封緘を行うこと。
・市が提供する標本名簿データを基に、宛名印字を行うこと。
・連番を印字するなど、調査票の回答結果を標本名簿と照合可能にすること。
・発送、返信に係る送料、市宛てに送付された調査票回収に係る費用は受託者の負担とする。
④回答済み調査票の点検、データ入力、集計、分析
・市宛てに送付された調査票（返信用封筒）を回収し、開封する。
・設問ごとにグラフや表を作成し、クロス集計等を用いて多面的な視点で分析すること。また、日常生活圏域ごとの比較・分析を行うこと。
・本市高齢者の課題抽出と要因分析を行い、計画に盛り込むべき課題とその解決に向けた方策等についての提案を行うこと。
⑤報告書作成（成果物）
・紙媒体（15部）、電子媒体（1部）
・地域包括ケア「見える化」システムへの取込用電子データ（CSV形式）
＊集計・分析結果の報告書は、詳細版と概要版の2種類作成すること。

＊介護予防・日常生活圏域ニーズ調査のみの報告書とすること。
⑥その他

・個人情報の保護に十分な配慮を行ったうえで発送すること。なお、返信先は下関市とすること。

・下関市で回収した調査票は未開封の状態でお渡しします。なお、集計後は全ての調査票を返却すること。
（２）在宅介護実態調査
・下関市介護保険課が実施する標記調査に係る、回答済み調査票のデータ集計及び　　分析
①回答済み調査票の点検、データ入力、集計、分析

・調査票のデータ入力、集計、分析（性別、年齢別、居住地域別、要介護度別等の各回答者属性別のクロス集計）
・調査票数（600サンプルの予定）
・調査項目は、国が示す〈手法Ⅰ：認定調査員による聞き取り調査用〉の基本調査項目、及びオプション項目に市が示す独自の数項目を加える予定
・別に提供する「要介護認定データ」と併せた分析を行うこと。
・本市における在宅介護の実態と介護者支援のあり方について課題抽出を行い、次期計画に盛り込むべき課題とその解決に向けた方策等についての提案を行うこと。
②報告書作成

・紙媒体（15部）、電子媒体（1部）
＊集計・分析結果の報告書は、詳細版と概要版の2種類作成すること。

＊在宅介護実態調査のみの報告書とすること。
③その他
・調査票の作成（印刷含む）、聞き取り調査、及び回収作業は本市で行います。
（３）事業所対象調査（在宅生活改善調査、居所変更実態調査、介護人材実態調査）
・本市介護保険課が実施する標記調査に係る、回答済み調査票のデータ集計及び分
析　　
①回答済み調査票の点検、データ入力、集計、分析

・調査票のデータ入力、集計、分析（各回答者属性別のクロス集計等）

・調査票数（818サンプルの予定）
・調査項目は、国が示す調査項目に市が示す独自の数項目を加える予定

・本市における地域の実態について課題抽出を行い、次期計画に盛り込むべき課題とその解決に向けた方策等についての提案を行うこと。

②報告書作成
・紙媒体（15部）、電子媒体（1部）
＊集計・分析結果の報告書は、詳細版と概要版の2種類作成すること。

＊事業所対象調査のみの報告書とすること。

③その他
・調査票の作成及び回収作業は本市で行います。
【令和８年度】

（１）現状分析・課題整理
・策定に際しては各種統計データ、介護給付実績、在宅介護実態調査、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査、事業所対象調査等の分析結果及び第九次計画の検証を行い、総合的な分析と課題整理を充分に行うこと。また、本市総合計画や関連計画等との整合を図ること。
（２）推計・試算

・介護保険事業量の推計、介護保険料の試算を行うこと。

（３）策定方法について

　　　・国が示す「ビジョン達成型」に基づいた策定支援を行うこと。

（４）策定会議等の運営支援（７月、９月、１１月、１月に開催予定）
　　　・下関市高齢者保健福祉推進会議（計４回）への出席及び資料作成等
（５）パブリックコメント実施の支援（１２月～１月に実施予定）
　　　・公開用資料作成、意見等の集約及び計画への反映

５　成果品の提出（紙媒体及びＣＤ-Ｒ等によるデータ納品）

　 ・計画書の編集、校正、印刷（レイアウト、デザイン等含む。）

　 ・本編：Ａ４判、表紙及び裏表紙：カラー・中：１色刷、表紙レザック又はコート紙、本文上質紙、あじろ綴り、１７０頁程度、３５０部
　 ・概要版：Ａ４判、１色刷、コート紙、中綴じ、８頁程度、３５０部

＊本編、概要版ともに視覚障害者対応音声コード(uni-voice）の張込、切欠き加工を施すこと。

６　その他
（１）受託者は、本業務を遂行するにあたり、十分な知識と経験を有する者を配置し、的確かつ迅速に履行するよう努めること。
（２）業務の遂行にあたっては、市の担当者と必要に応じて打ち合わせを行い、十分な協議と確認のもと進めなければならない。
（３）打ち合せ等の出席に係る交通費等の一切の経費及び資料作成に係る一切の経費は、本委託料に含むものとする。
（４）今後、新たな方針等が国及び県から示されるなど、調査等業務内容の状況が変化した場合にも対応するものとする。
（５）本仕様書に記載されていない事項については、市と受託者がその都度協議のうえ、
決定するものとする。
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